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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　各顧客ビルに設置され、前記顧客ビルの各テナントに請求する料金の計算を行う課金装
置と、
　前記課金装置に公衆電話網を通じて接続され、前記課金装置の保守会社の保守センター
に設置され、会社毎の、基本料金、単価を含む現行料金データ、料金改定が発生すると登
録される、料金改定の適用開始日、及び基本料金、単価を含む改訂料金データを格納する
料金データベース、並びにビル毎の、課金装置とのデータ通信用の電話番号、及び会社を
識別するための会社コードを登録するビル別データテーブルを有し、
　　内蔵する第１の万年時計により、前記料金データベースに格納された適用開始日の第
１の所定の日数前になると、前記ビル別データテーブルに登録されている各ビルの全ての
会社コードをチェックし、当該料金改定が行なわれる会社と契約している全ての顧客ビル
を抽出し、抽出した顧客ビルに関し、データ通信用の電話番号を前記ビル別データテーブ
ルから読み出して前記課金装置ヘダイヤリングし、回線がつながった場合には、前記料金
データベースより改定料金データ、及び適用開始日を読み出し、基本料金、単価を含む改
定料金データ、及び適用開始日から構成される送信データとして顧客ビルの課金装置に送
信し、全ての該当する顧客ビルに送信データの送信が完了し、かつ料金改定の適用開始日
になった場合には、前記料金データベースの当該改定料金データを現行料金データにコピ
ーするとともに、当該改定料金データ、及び適用開始日のデータをクリアする保守装置と
、
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　前記保守装置に付属するアラーム装置と、
　前記課金装置に通信ケーブルを通じて接続され、各計量メーターから出力されたパルス
信号の数を個別にカウントして、日付情報とともに内蔵するメモリに記憶している自動検
針装置とを備え、
　前記課金装置は、所定の日数分の日付、及びその日付における各計量メーターの検針値
を格納するための検針値テーブル、各計量メーターの属性データが設定されているメータ
ーテーブル、テナント毎に、メーター基本料金の旧金額、及び新金額、メーター単価の旧
金額、及び新金額、メーター使用量の旧使用量、及び新使用量、並びにメーター従量料金
の旧金額、及び新金額を格納するためのテナントテーブル、各テナントヘの請求計算用の
基本料金を求めるメーター基本料金計算式、及び単価を求めるメーター単価計算式を設定
しておく計算式テーブル、並びに請求処理の締め日が格納される管理テーブルを有し、
　　料金改定が発生した月では、
　　内蔵する第２の万年時計により、前記管理テーブルに格納された締め日になった場合
には、前記自動検針装置から取り込んだ各計量メーターのパルスカウント値を前記検針値
テーブルの各日付の検針値に書き込み、
　　前記検針値テーブルに書き込んだ検針値を、前記保守装置より送信された送信データ
の適用開始日に基づき、旧料金の期間の検針値と、新料金の期間の検針値に分類するとと
もに、前記メーターテーブルに設定されている各計量メーターの属性データに基づいて各
テナントのメーター項目毎の使用量を算出し、前記テナントテーブルの旧使用量、新使用
量にそれぞれ書き込み、
　　前記送信データの改定料金データの単価に、前記計算式テーブルに格納されたメータ
ー単価計算式を適用した結果を、テナントヘの新しい請求単価として前記テナントテーブ
ルのメーター単価の新金額に書き込み、
　　前記送信データの改定料金データの基本料金に、前記計算式テーブルに格納されたメ
ーター基本料金計算式を適用し、テナントヘ請求する新しい基本料金の金額を算出し、
　　請求期間と前記送信データの適用開始日とから旧基本料金の期間の金額と新基本料金
の期間の金額とを日割り計算により算出し、前記テナントテーブルのメーター基本料金の
旧金額、新金額にそれぞれ書き込み、
　　前記テナントテーブルの旧使用量に書き込んだ料金改定前の期間の使用量に、前記テ
ナントテーブルのメーター単価の旧金額に設定されている料金改定前の単価を乗じた値を
、前記テナントテーブルのメーター従量料金の旧金額に書き込むとともに、前記テナント
テーブルの新使用量に書き込んだ料金改定後の期間の使用量に、前記テナントテーブルの
メーター単価の新金額に書き込んだ料金改定後の単価を乗じた値を、前記テナントテーブ
ルのメーター従量料金の新金額に書き込み、
　　前記テナントテーブルに書き込まれた、前記メーター基本料金の旧金額、及び新金額
、並びにメーター従量料金の旧金額、及び新金額を加算し、当該テナントに請求する合計
金額を算出し、
　前記保守装置は、前記課金装置へ前記改定料金データが送信できていない状態で、料金
改定日まで前記第１の所定の日数より少ない第２の所定の日数になると、前記アラーム装
置を通じてアラームを出力する
　ことを特徴とする課金システム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、電気、水道など、検針データを基にテナントヘの請求料金を自動計算する課
金システムに関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来の課金システムについて図面を参照しながら説明する。図８は、従来の課金システム
の構成を示す図である。
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【０００３】
図８において、１はビルオーナーが各テナントに請求する料金の計算や請求書の作成処理
を行い、顧客ビルに設置されている課金装置、２は自動検針装置、３は電気、水道などエ
ネルギー使用量を計量するためのパルス発信器付計量メーターである。なお、各計量メー
ター３は、自動検針装置２に通信ケーブル４で接続されている。また、自動検針装置２と
課金装置１も通信ケーブル５で接続されている。
【０００４】
図９は、従来の課金システムの課金装置のデータ構造を示す図である。
【０００５】
同図（ａ）において、１０は計量メーター３の検針値データが格納される＜検針値テーブ
ル＞で、所定の日数分の日付フィールド１０１と、その日付における各計量メーター３の
検針値のフィールド１０２から構成される。
【０００６】
同図（ｂ）において、２０はテナント宛ての請求書を作成する際の請求費目の情報が設定
される＜費目テーブル＞である。請求費目には電気、水道等のエネルギー使用に関して毎
回一定の金額を請求する「メーター基本料金」、エネルギー使用量に応じて請求する「メ
ーター従量料金」、毎月一定の金額を請求する「固定料金」、当月のみ請求する「臨時料
金」がある。＜費目テーブル＞２０は、これら各請求費目の費目コード２０１、費目名２
０２、税区分２０３の各フィールドから構成される。費目コード２０１は、請求項目名称
である費目名２０２を識別するための番号であり、また税区分２０３は、当該費目の消費
税の取り扱い方法、すなわち外税、内税、非課税の区分をあらわすものである。
【０００７】
同図（ｃ）において、３０は＜メーターテーブル＞で、各計量メーター３の属性情報が設
定されている。テナントコード３０１は、当該計量メーター３がどのテナントのエネルギ
ー使用量を計量するものであるか、費目コード３０２は、当該計量メーター３が費目テー
ブル２０で設定されたどの請求費目に該当するものであるか、使用比率３０３は、当該計
量メーター３が複数のテナントの共用となっている場合に、当該テナントに課す割合がい
くらであるかを設定するフィールドである。
【０００８】
同図（ｄ）において、４０は＜テナントテーブル＞で、各テナントへ当月請求する請求金
額等のデータが格納される。４０１は、テナントを識別するためにテナント名４０２に付
けられたテナントコード、４０３は、テナントヘ請求する電気、水道等の基本料金の金額
、４０４は、電気、水道等の従量料金計算用の単価、４０５は、当該請求期間の各項目の
エネルギー使用量のフィールドである。なお、このエネルギー使用にかかわるメーターの
項目は、例えばメーター項目１が電灯電力、メーター項目２が動力電力、メーター項目３
が水道といったように設定される。また、４０６は、メーター従量料金の各項目の金額、
４０７は、固定料金の各項目の金額、４０８は、臨時料金の各項目の金額のフィールドで
ある。
【０００９】
つぎに、従来の課金システムの動作について図面を参照しながら説明する。
【００１０】
図８において、電気、水などのエネルギーが一定の量だけ消費されるごとに、当該系統に
接続されたパルス発信器付計量メーター３からパルス信号が出力される。自動検針装置２
は、各々の計量メーター３から出力されたパルス信号の数を個別にカウントし、各系統に
おいて使用された電力量や水量を内蔵するメモリ（図示せず）に、日付情報とともに記憶
している。
【００１１】
一方、課金装置１には、上記で説明した＜費目テーブル＞、＜メーターテーブル＞、＜テ
ナントテーブル＞の各データが、システムの運用が開始される以前に保守会社の保守員に
よって設定されている。
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【００１２】
そして、課金装置１のオペレータは、テナントヘの所定の期間の請求金額を計算する際に
、課金装置１から自動検針装置２に対して、前記自動検針装置２がメモリしている各計量
メーター３のパルスカウント値のデータを送信するように要求するプログラムを起動する
。
【００１３】
データの伝送が正常に完了すると、課金装置１の＜検針値テーブル＞１０の各日付フィー
ルド１０１、検針値フィールド１０２に各々のデータが格納される。
【００１４】
次に、オペレータが各テナントヘの請求金額の計算処理のプログラムを起動すると、＜検
針値テーブル＞１０に取り込まれた日毎の各計量メーター３の検針値と、＜メーターテー
ブル＞３０に設定されている各計量メーター３の属性データに基づいて各テナントのメー
ター項目毎のエネルギー使用量を計算し、メーター使用量フィールド４０５にセットする
。
【００１５】
そして、この使用量の値に＜テナントテーブル＞４０のメーター単価フィールド４０４に
設定された金額を乗じた値が、各テナントに賦課する従量料金としてメーター従量料金フ
ィールド４０６に格納される。さらに、これにメーター基本料金、固定料金、臨時料金を
加え、テナントヘの請求金額が算出される。
【００１６】
このように課金装置１にエネルギー料金の請求単価や基本料金等を設定しておくとともに
、自動検針装置２が計量した各計量メーター３の検針値を課金装置１に取り込み、各テナ
ントのエネルギー使用に係る従量料金を計算するようにしているので、ビルオーナーがテ
ナントヘ請求する料金の計算や請求書作成作業を合理化することができる。
【００１７】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、従来の課金システムにおいては、所轄の電力会社や水道局が料金改定を行
なった場合、課金装置１の保守会社の保守員が全ての契約顧客のビルに出向き、課金装置
１に設定されている各テナントの料金データを変更しなければならず、多大な労力と時間
を要するという問題点があった。
【００１８】
また、金額を設定する際、計量メーター３に許容されている計器誤差やケーブルによる電
力ロス分をどう見込むかなど諸般の事情によって、テナントヘ請求する基本料金額の設定
やエネルギー料金単価の端数の取り扱い（「銭」単位の切り上げ、切り捨て、四捨五入）
などがビルによってまちまちであり、各々のビルオーナーの考え方に応じた設定を行なう
必要があることが、より一層データ変更作業の労力を増す要因となっていた。
【００１９】
この発明は、前述した問題点を解決するためになされたもので、エネルギー料金の改定に
際しデータメンテナンスを迅速、確実かつ合理的に行なうことができる課金システムを得
ることを目的とする。
【００２０】
【課題を解決するための手段】
　この発明の請求項１に係る課金システムは、各顧客ビルに設置され、前記顧客ビルの各
テナントに請求する料金の計算を行う課金装置と、前記課金装置に公衆電話網を通じて接
続され、前記課金装置の保守会社の保守センターに設置され、会社毎の、基本料金、単価
を含む現行料金データ、料金改定が発生すると登録される、料金改定の適用開始日、及び
基本料金、単価を含む改訂料金データを格納する料金データベース、並びにビル毎の、課
金装置とのデータ通信用の電話番号、及び会社を識別するための会社コードを登録するビ
ル別データテーブルを有し、内蔵する第１の万年時計により、前記料金データベースに格
納された適用開始日の第１の所定の日数前になると、前記ビル別データテーブルに登録さ
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れている各ビルの全ての会社コードをチェックし、当該料金改定が行なわれる会社と契約
している全ての顧客ビルを抽出し、抽出した顧客ビルに関し、データ通信用の電話番号を
前記ビル別データテーブルから読み出して前記課金装置ヘダイヤリングし、回線がつなが
った場合には、前記料金データベースより改定料金データ、及び適用開始日を読み出し、
基本料金、単価を含む改定料金データ、及び適用開始日から構成される送信データとして
顧客ビルの課金装置に送信し、全ての該当する顧客ビルに送信データの送信が完了し、か
つ料金改定の適用開始日になった場合には、前記料金データベースの当該改定料金データ
を現行料金データにコピーするとともに、当該改定料金データ、及び適用開始日のデータ
をクリアする保守装置と、前記保守装置に付属するアラーム装置と、前記課金装置に通信
ケーブルを通じて接続され、各計量メーターから出力されたパルス信号の数を個別にカウ
ントして、日付情報とともに内蔵するメモリに記憶している自動検針装置とを備え、前記
課金装置は、所定の日数分の日付、及びその日付における各計量メーターの検針値を格納
するための検針値テーブル、各計量メーターの属性データが設定されているメーターテー
ブル、テナント毎に、メーター基本料金の旧金額、及び新金額、メーター単価の旧金額、
及び新金額、メーター使用量の旧使用量、及び新使用量、並びにメーター従量料金の旧金
額、及び新金額を格納するためのテナントテーブル、各テナントヘの請求計算用の基本料
金を求めるメーター基本料金計算式、及び単価を求めるメーター単価計算式を設定してお
く計算式テーブル、並びに請求処理の締め日が格納される管理テーブルを有し、料金改定
が発生した月では、内蔵する第２の万年時計により、前記管理テーブルに格納された締め
日になった場合には、前記自動検針装置から取り込んだ各計量メーターのパルスカウント
値を前記検針値テーブルの各日付の検針値に書き込み、前記検針値テーブルに書き込んだ
検針値を、前記保守装置より送信された送信データの適用開始日に基づき、旧料金の期間
の検針値と、新料金の期間の検針値に分類するとともに、前記メーターテーブルに設定さ
れている各計量メーターの属性データに基づいて各テナントのメーター項目毎の使用量を
算出し、前記テナントテーブルの旧使用量、新使用量にそれぞれ書き込み、前記送信デー
タの改定料金データの単価に、前記計算式テーブルに格納されたメーター単価計算式を適
用した結果を、テナントヘの新しい請求単価として前記テナントテーブルのメーター単価
の新金額に書き込み、前記送信データの改定料金データの基本料金に、前記計算式テーブ
ルに格納されたメーター基本料金計算式を適用し、テナントヘ請求する新しい基本料金の
金額を算出し、請求期間と前記送信データの適用開始日とから旧基本料金の期間の金額と
新基本料金の期間の金額とを日割り計算により算出し、前記テナントテーブルのメーター
基本料金の旧金額、新金額にそれぞれ書き込み、前記テナントテーブルの旧使用量に書き
込んだ料金改定前の期間の使用量に、前記テナントテーブルのメーター単価の旧金額に設
定されている料金改定前の単価を乗じた値を、前記テナントテーブルのメーター従量料金
の旧金額に書き込むとともに、前記テナントテーブルの新使用量に書き込んだ料金改定後
の期間の使用量に、前記テナントテーブルのメーター単価の新金額に書き込んだ料金改定
後の単価を乗じた値を、前記テナントテーブルのメーター従量料金の新金額に書き込み、
前記テナントテーブルに書き込まれた、前記メーター基本料金の旧金額、及び新金額、並
びにメーター従量料金の旧金額、及び新金額を加算し、当該テナントに請求する合計金額
を算出し、前記保守装置は、前記課金装置へ前記改定料金データが送信できていない状態
で、料金改定日まで前記第１の所定の日数より少ない第２の所定の日数になると、前記ア
ラーム装置を通じてアラームを出力するものである。
【００２３】
【発明の実施の形態】
実施の形態１．
この発明の実施の形態１に係る課金システムについて図面を参照しながら説明する。図１
は、この発明の実施の形態１に係る課金システムの構成を示す図である。なお、各図中、
同一符号は同一又は相当部分を示す。
【００２４】
図１において、課金装置１～通信ケーブル５は、従来技術と同様なので説明を省略する。
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６ａ及び６ｂはモデム、７は公衆電話網、８は課金装置１の保守会社の保守センターに設
置される保守装置、９は保守装置８に付属するアラーム装置である。
【００２５】
図２及び図３は、この実施の形態１に係る課金システムの課金装置１のデータの構造を示
す図である。なお、図２（ａ）～（ｃ）に示す＜検針値テーブル＞、＜費目テーブル＞、
及び＜メーターテーブル＞の構造は、従来技術と同様であるので説明を省略する。
【００２６】
図３（ａ）において、４０は＜テナントテーブル＞で、各テナントヘ当月請求する請求金
額等のデータが格納される。４０１は、テナントを識別するためにテナント名４０２に付
けられたテナントコード、４１１は、需要家である顧客ビルが電力会社、水道局等と交し
ている当該エネルギーの契約種別、４１２は、実際にテナントヘ請求するメーター基本料
金の内、料金改定前の期間分の金額、４１３は、同改定後の期間分の金額、４１４は、改
定された新金額の適用開始日、４１５は、４１１と同じ当該メーター項目の契約種別、４
１６は、テナントヘ実際に請求するメーター単価の料金改定前の金額、４１７は、同改定
後の金額、４１８は、新金額の適用開始日、４１９は、請求期間における旧金額の期間の
当該メーター項目のエネルギー使用量、４２０は、同新金額の期間の当該メーター項目の
エネルギー使用量、４２１は、テナントヘ請求するメーター従量料金の内、旧単価の期間
の額、４２２は、同新単価の期間の額のフィールドである。
【００２７】
同図（ｂ）において、５０は電力会社や水道局等が定める料金に基づいて、ビルオーナー
が実際にテナントヘ請求する金額を算出設定するための＜計算式テーブル＞で、例えば電
力会社の定める単価が○円○銭である場合の「銭」の単位の処理方法（切り捨て、切り上
げ、四捨五入）や、取引用メーター（親メーター）に対する子メーターでの計量値の電圧
降下等による電力ロス分や計器誤差分などを補填するための計算式を設定する。５０１は
、メーター基本料金の計算式フィールド、５０２は、メーター単価の計算式フィールドで
ある。
【００２８】
また、同図（ｃ）において、６０は当該ビルに共通のデータが格納される＜管理テーブル
＞で、６０１は、請求処理の締め日、６０２は、消費税率が登録されている。
【００２９】
図４は、この実施の形態１に係る課金システムの保守装置のデータの構造を示す図である
。
【００３０】
同図（ａ）において、７０は＜料金データベース＞で、各地域の電力会社や水道局等の契
約種毎の料金データが登録されている。７０１は、各地域の電力会社、水道局等を識別す
るための会社コード、７０２は、電力会社、水道局等と需要家との間で交される契約の種
別を表す契約種コード、７０３は、前記契約種における基本料金、単価等の現行料金デー
タ、７０４は、料金改定が行なわれる場合の改定料金データ、７０５は、前記改定料金の
適用開始日である。
【００３１】
また、同図（ｂ）において、８０は課金装置１の保守契約を交している顧客ビルの情報が
登録されている＜ビル別データテーブル＞で、８０１は、顧客ビルを識別するためのビル
コード、８０２は、ビル名、８０３は、課金装置１とのデータ通信用の電話番号、８０４
は、例えば当該顧客ビルが需給を受けている電力会社の会社コード、８０５は、電力契約
種別を表す契約種コード、８０６は、例えぱ当該顧客ビルが需給を受けている水道局の会
社コード、８０７は、水道契約種別を表す契約種コードである。
【００３２】
図５は、料金改定が発生した際に、本実施の形態１において保守センターの保守装置８か
ら顧客ビルの課金装置１へ送信されるデータの構造を示す図である。
【００３３】
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同図において、９０は＜送信データ＞で、９０１は、前記電力や水道などの契約種コード
、９０２は、当該料金改定を行なう会社あるいは局などが定める当該契約種における基本
料金、９０３は、当該料金改定を行なう会社あるいは局などが定める当該契約種における
単価、９０４は、料金改定の適用開始日である。
【００３４】
つぎに、この実施の形態１に係る課金システムの動作について図面を参照しながら説明す
る。
【００３５】
　図６は、この発明の実施の形態１に係る課金システムの保守装置の料金データ改定処理
の動作を示すフローチャートである。
【００３６】
まず、ステップＳ１０１において、前記のシステム構成で、いずれかの電力会社、水道局
等において料金改定が発生すると、保守センターのオペレータは、保守装置８に新しい料
金データと料金が改定される日付を入力する。入力されたデータは、図４に示す＜料金デ
ータベース＞７０の改定料金データ７０４、及び適用開始日７０５に登録される。
【００３７】
次に、ステップＳ１０２において、保守装置８のＣＰＵ（図示せず）は、内蔵する万年時
計（図示せず）により、本日が前記適用開始日７０５に登録された日付まで所定の日数の
時点（例えば一週間前）になったかどうかを判別する。そして、適用開始日７０５に登録
された料金改定日まで所定の日数になった場合はステップＳ１０３へ進み、まだ所定の日
数になっていない場合にはその時点になるのを待つ。
【００３８】
次に、ステップＳ１０３において、ＣＰＵは、図４に示す＜ビル別データテーブル＞８０
に登録されている各ビルの全ての会社コードフィールド８０４、８０６、・・・をチェッ
クし、当該料金改定が行なわれる会社と契約している全ての顧客ビルを抽出する。
【００３９】
次に、ステップＳ１０４において、抽出した顧客ビルに関し、例えばビルコードの若い番
号順にデータ通信用の電話番号を電話番号フィールド８０３から読み出し、図１に示すモ
デム６ｂ、公衆電話網７、モデム６ａを通じて課金装置１ヘダイヤリングする。
【００４０】
次に、ステップＳ１０５において、保守装置８のＣＰＵは、回線が接続されたかどうかを
判別し、回線がつながった場合にはステップＳ１０６へ進んで、＜料金データベース＞７
０より契約種コード７０２、改定料金データ７０４、適用開始日７０５を読み出し、図５
に示す契約種コード９０１、基本料金９０２、単価９０３、及び適用開始日９０４から構
成される＜送信データ＞９０として顧客ビルの課金装置１に送信する。
【００４１】
次に、ステップＳ１０７において、保守装置８のＣＰＵは、前記抽出した各顧客ビルに対
して順次ダイヤリングしてデータ送信を実行し、該当する全ての顧客ビルに改定料金デー
タが送信完了したかどうかをチェックする。そして、全ての該当する顧客ビルにデータの
送信が完了した場合はステップＳ１０８へ進む。
【００４２】
次に、ステップＳ１０８において、本日が当該料金改定の適用開始日になったかどうかを
、＜料金データベース＞７０の適用開始日７０５のデータと保守装置８内蔵の万年時計と
を照合することにより判定する。そして、適用開始日すなわち料金改定日になった場合に
はステップＳ１０９へ進み、そうでない場合には適用開始日になるのを待つ。
【００４３】
ここで、ステップＳ１０９において、保守装置８のＣＰＵは、＜料金データベース＞７０
の当該改定料金データ７０４を現行料金データ７０３にコピーするとともに、改定料金デ
ータ７０４、および適用開始日７０５のデータをクリアする。
【００４４】
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なお、ステップＳ１０５において、所定の回数の呼び出しの間に顧客ビルに回線が接続で
きなかった場合、また、ステップＳ１０７において、全ての該当する顧客ビルに対して送
信が完了していない場合には、ステップＳ１１０へ進む。
【００４５】
ステップＳ１１０において、本日が改定料金の適用開始日まで所定の日数の時点（例えば
二日前）になったかどうかを判定する。このとき既に適用開始日まで所定の日数の時点と
なっていた場合は、新料金の適用開始直前にも関わらず課金装置１へ改定料金データが送
信できていない状態であるので、次のステップＳ１１１において、保守装置８のＣＰＵは
、アラーム装置９を通じてアラームを出力する。このアラームの方法については、音声、
表示、印字あるいはこれらの組み合わせなど、手段は限定しない。また、適用開始日まで
所定の日数の時点までまだ到っていない場合は、ステップＳ１０３に戻り、まだ改定料金
データの送信が完了していない顧客ビルに対してリトライ動作を行なう。
【００４６】
つづいて、顧客ビルに設置されている課金装置１の動作について説明する。図７は、この
発明の実施の形態１に係る課金システムにおいて、料金改定が発生した月の課金装置１の
請求計算処理の動作を示すフローチャートである。
【００４７】
前記図６に示すステップＳ１０６において、保守センターから改定料金データ＜送信デー
タ＞９０が送信されると、図７に示すステップＳ２０１において、顧客ビルの課金装置１
は、このデータを受信し、記憶領域（図示せず）に保存する。
【００４８】
次に、ステップＳ２０２において、課金装置１のＣＰＵ（図示せず）は、内蔵する万年時
計（図示せず）により、本日が＜管理テーブル＞６０の締め日６０１に登録された日付か
どうかを判別する。そして、締め日６０１に登録された日付であった場合はステップＳ２
０３へ進み、締め日でない場合にはその日付になるのを待つ。
【００４９】
次に、ステップＳ２０３において、課金装置１は、自動検針装置２がメモリしている各計
量メーター３のパルスカウント値のデータを送信するように要求するプログラムを起動し
、図２に示す＜検針値テーブル＞１０の各日付フィールド１０１、検針値フィールド１０
２にデータを取り込む。
【００５０】
次に、ステップＳ２０４において、＜検針値テーブル＞１０に取り込んだ計量メーター３
の検針値を、前記保守装置８より送信された＜送信データ＞９０の適用開始日９０４の日
付に基づき、旧料金の期間の検針値と、新料金の期間の検針値に分類するとともに、＜メ
ーターテーブル＞３０に設定されている各計量メーター３の属性データに基づいて各テナ
ントのメーター項目毎の使用量を算出し、図３に示す＜テナントテーブル＞４０の旧使用
量フィールド４１９、新使用量フィールド４２０にそれぞれデータを書き込む。
【００５１】
次に、ステップＳ２０５において、課金装置１は、＜送信データ＞９０の単価９０３に、
図３に示す＜計算式テーブル＞５０のメーター単価計算式５０２を適用した結果を、テナ
ントヘの新しい請求単価として＜テナントテーブル＞４０の当該契約種のメーター項目の
新金額フィールド４１７にセットする。
【００５２】
次に、ステップＳ２０６において、＜送信データ＞９０の基本料金９０２に、図３に示す
＜計算式テーブル＞５０のメーター基本料金計算式５０１を適用し、テナントヘ請求する
新しい基本料金の金額を算出する。
【００５３】
次に、ステップＳ２０７において、請求期間と前記＜送信データ＞９０の適用開始日９０
４の日付とから旧基本料金の期間の金額と新基本料金の期間の金額とを日割り計算により
算出し、＜テナントテーブル＞４０の当該契約種のメーター項目の旧金額フィールド４１
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２、新金額フィールド４１３にそれぞれセットする。
【００５４】
次に、ステップＳ２０８において、前記ステップＳ２０４で計算し、旧使用量フィールド
４１９に書き込んだ料金改定前の期間の使用量に、旧単価金額フィールド４１６に設定さ
れている料金改定前の単価を乗じた値を、＜テナントテーブル＞４０のメーター従量料金
の当該メーター項目の旧金額フィールド４２１に書き込む。また、前記ステップＳ２０４
で計算し、新使用量フィールド４２０に書き込んだ料金改定後の期間の使用量に、前記ス
テップＳ２０５で計算し、新単価金額フィールド４１７に書き込んだ料金改定後の単価を
乗じた値を、＜テナントテーブル＞４０のメーター従量料金の当該メーター項目の新金額
フィールド４２２に書き込む。
【００５５】
そして、ステップＳ２０９において、課金装置１は、前記メーター基本料金、メーター従
量料金に、＜テナントテーブル＞４０の固定料金４０７、臨時料金４０８を加算し、当該
テナントに請求する合計金額を算出する。
【００５６】
上記の様に、この実施の形態１に係る課金システムによれば、保守センターの保守装置８
に、電気、水道等の「会社／局」別、「契約種」別の改定料金と当該料金改定の適用開始
日のデータを格納する＜料金データベース＞７０と、顧客ビルのデータ通信用の電話番号
および当該顧客が契約する電力、水等を供給する会社あるいは局を識別するコード番号を
登録する＜ビル別データテーブル＞８０とを設けた。また、前記適用開始日の所定の日数
前になると、対象となる各顧客ビルの課金装置１に対して、保守センターの保守装置８が
順次自動的にダイヤリングして改定料金データを送信する機能を設けた。
【００５７】
一方、顧客ビルの課金装置１に、各テナントヘの請求計算用の単価、基本料金を求める計
算式を設定しておく＜計算式テーブル＞５０を設けた。また、前記保守センターから公衆
電話網を使用して送信された、電力会社あるいは水道局等が定める改定料金データにこの
計算式を適用した結果を、テナントヘ実際に請求する新しい単価、基本料金として自動的
に設定する機能を設けた。
【００５８】
従って、電気、水道などの料金改定が発生した場合でも、課金装置１の保守会社の保守員
が各顧客ビルヘ出向いて料金データ等の変更を行なう必要がなくなり、従来係る作業に要
していた多大な労力と時間を大幅に削減できる効果がある。
【００５９】
また、保守センターの保守装置８に、料金改定の所定の日数前までに、何らかの事情によ
り改定料金データが送信できなかった顧客ビルがあった場合にアラームを報知するアラー
ム装置９を設けたので、事前に適切な措置をとることができるという効果がある。
【００６０】
すなわち、従来の課金システムでは、電気や水道などの料金改定が行なわれた場合、課金
装置１の保守会社の保守員が各契約顧客のビルに出向き、課金装置１に設定されている各
テナントの料金データを変更しなければならなかったが、本発明では料金改定後のデータ
設定が自動的に行なわれるようにしたので保守員が出向かなくてもよく、迅速かつ合理的
にデータメンテナンスを行なうことができる。
【００６１】
【発明の効果】
　この発明の請求項１に係る課金システムは、以上説明したとおり、各顧客ビルに設置さ
れ、前記顧客ビルの各テナントに請求する料金の計算を行う課金装置と、前記課金装置に
公衆電話網を通じて接続され、前記課金装置の保守会社の保守センターに設置され、会社
毎の、基本料金、単価を含む現行料金データ、料金改定が発生すると登録される、料金改
定の適用開始日、及び基本料金、単価を含む改訂料金データを格納する料金データベース
、並びにビル毎の、課金装置とのデータ通信用の電話番号、及び会社を識別するための会
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社コードを登録するビル別データテーブルを有し、内蔵する第１の万年時計により、前記
料金データベースに格納された適用開始日の第１の所定の日数前になると、前記ビル別デ
ータテーブルに登録されている各ビルの全ての会社コードをチェックし、当該料金改定が
行なわれる会社と契約している全ての顧客ビルを抽出し、抽出した顧客ビルに関し、デー
タ通信用の電話番号を前記ビル別データテーブルから読み出して前記課金装置ヘダイヤリ
ングし、回線がつながった場合には、前記料金データベースより改定料金データ、及び適
用開始日を読み出し、基本料金、単価を含む改定料金データ、及び適用開始日から構成さ
れる送信データとして顧客ビルの課金装置に送信し、全ての該当する顧客ビルに送信デー
タの送信が完了し、かつ料金改定の適用開始日になった場合には、前記料金データベース
の当該改定料金データを現行料金データにコピーするとともに、当該改定料金データ、及
び適用開始日のデータをクリアする保守装置と、前記保守装置に付属するアラーム装置と
、前記課金装置に通信ケーブルを通じて接続され、各計量メーターから出力されたパルス
信号の数を個別にカウントして、日付情報とともに内蔵するメモリに記憶している自動検
針装置とを備え、前記課金装置は、所定の日数分の日付、及びその日付における各計量メ
ーターの検針値を格納するための検針値テーブル、各計量メーターの属性データが設定さ
れているメーターテーブル、テナント毎に、メーター基本料金の旧金額、及び新金額、メ
ーター単価の旧金額、及び新金額、メーター使用量の旧使用量、及び新使用量、並びにメ
ーター従量料金の旧金額、及び新金額を格納するためのテナントテーブル、各テナントヘ
の請求計算用の基本料金を求めるメーター基本料金計算式、及び単価を求めるメーター単
価計算式を設定しておく計算式テーブル、並びに請求処理の締め日が格納される管理テー
ブルを有し、料金改定が発生した月では、内蔵する第２の万年時計により、前記管理テー
ブルに格納された締め日になった場合には、前記自動検針装置から取り込んだ各計量メー
ターのパルスカウント値を前記検針値テーブルの各日付の検針値に書き込み、前記検針値
テーブルに書き込んだ検針値を、前記保守装置より送信された送信データの適用開始日に
基づき、旧料金の期間の検針値と、新料金の期間の検針値に分類するとともに、前記メー
ターテーブルに設定されている各計量メーターの属性データに基づいて各テナントのメー
ター項目毎の使用量を算出し、前記テナントテーブルの旧使用量、新使用量にそれぞれ書
き込み、前記送信データの改定料金データの単価に、前記計算式テーブルに格納されたメ
ーター単価計算式を適用した結果を、テナントヘの新しい請求単価として前記テナントテ
ーブルのメーター単価の新金額に書き込み、前記送信データの改定料金データの基本料金
に、前記計算式テーブルに格納されたメーター基本料金計算式を適用し、テナントヘ請求
する新しい基本料金の金額を算出し、請求期間と前記送信データの適用開始日とから旧基
本料金の期間の金額と新基本料金の期間の金額とを日割り計算により算出し、前記テナン
トテーブルのメーター基本料金の旧金額、新金額にそれぞれ書き込み、前記テナントテー
ブルの旧使用量に書き込んだ料金改定前の期間の使用量に、前記テナントテーブルのメー
ター単価の旧金額に設定されている料金改定前の単価を乗じた値を、前記テナントテーブ
ルのメーター従量料金の旧金額に書き込むとともに、前記テナントテーブルの新使用量に
書き込んだ料金改定後の期間の使用量に、前記テナントテーブルのメーター単価の新金額
に書き込んだ料金改定後の単価を乗じた値を、前記テナントテーブルのメーター従量料金
の新金額に書き込み、前記テナントテーブルに書き込まれた、前記メーター基本料金の旧
金額、及び新金額、並びにメーター従量料金の旧金額、及び新金額を加算し、当該テナン
トに請求する合計金額を算出し、前記保守装置は、前記課金装置へ前記改定料金データが
送信できていない状態で、料金改定日まで前記第１の所定の日数より少ない第２の所定の
日数になると、前記アラーム装置を通じてアラームを出力するので、保守員が出向かなく
てもよく、迅速かつ合理的にデータメンテナンスを行なうことができるという効果を奏す
る。
【図面の簡単な説明】
【図１】　この発明の実施の形態１に係る課金システムの構成を示す図である。
【図２】　この発明の実施の形態１に係る課金システムの課金装置のデータ構造を示す図
である。
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【図３】　この発明の実施の形態１に係る課金システムの課金装置のデータ構造を示す図
である。
【図４】　この発明の実施の形態１に係る課金システムの保守装置のデータ構造を示す図
である。
【図５】　この発明の実施の形態１に係る課金システムの保守装置から課金装置への送信
データの構造を示す図である。
【図６】　この発明の実施の形態１に係る課金システムの保守装置の料金データ改定処理
の動作を示すフローチャートである。
【図７】　この発明の実施の形態１に係る課金システムの課金装置の料金改定発生月の請
求計算処理の動作を示すフローチヤートである。
【図８】　従来の課金システムの構成を示す図である。
【図９】　従来の課金システムの課金装置のデータ構造を示す図である。
【符号の説明】
１　課金装置、２　自動検針装置、３　パルス発信器付計量メーター、４　通信ケーブル
、５　通信ケーブル、６ａ　モデム、６ｂ　モデム、７　公衆電話網、８　保守装置、９
　アラーム装置、１０　検針値テーブル、２０　費目テーブル、３０　メーターテーブル
、４０　テナントテーブル、５０　計算式テーブル、６０　管理テーブル、７０　料金デ
ータベース、８０　ビル別データテーブル、９０　送信データ。

【図１】 【図２】
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【図５】
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